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広報おおむら  2018年10月号

Information　県警察本部 ☎095・820・0110

Information　環境保全課（内線142）

Information　学校教育課（内線394）

平成31年度入学予定児童就学時
健康診断のお知らせ
　開始時刻10分前から就学時健康診断の説明を始めます。
指定校での受診をお願いします。

◆健康診断概要
内容　内科・歯科検診、視力検査、児童面接、教育相談
対象　平成24年4月2日～平成25年4月1日生まれの児童
受付時間　開始時間の30分前
持参　就学時健康診断の通知書・上履き・母子健康手帳・のび

のびファイル

決して素手で触れないでください !
特定外来生物セアカゴケグモにご注意
　セアカゴケグモが、陸上自衛隊大村駐屯地や住宅地で発見されています。セアカゴケグモの
メスは毒があります。発見しても決して素手で触れず、殺虫剤を使用したり、踏みつぶしたりし
て確実な駆除をお願いします。駆除後は、環境保全課や県自然環境課（☎095・895・2381）へ
ご連絡ください。

13:30

健診開始時刻

13:30

絶対に連絡しないでください！
詐欺のはがきやショートメールに要注意！
　右の画像は、実際に送られてきた架空請求詐欺のは
がきと、SMS（ショートメッセージサービス）で送られて
きたメールです。

　掲載されている連絡先に電話すると、犯人から「有料
サイトの利用料金が未納である」、「このままでは裁判に
なる、逮捕される」、「後で返金するので、今すぐに料金
を支払うように」などと言われ、コンビニでプリペイド式
電子マネーの購入や、コンビニ決済をするよう要求さ
れます。

◆届いたら相談しましょう

　このようなはがきやメールが届いても慌てず、家族
や警察に相談しましょう。

◀

実際に届いた架空請求詐欺のはがき(左)とメール（右）

◀

胴体の長さは約1cm

　 小 学 校
三浦小
三城小
放虎原小
松原小
東大村小
中央小
福重小
大村小
西大村小
萱瀬小
旭が丘小
鈴田小
黒木小
富の原小
竹松小

日　程　
9月26日㈬
27日㈭

10月22日㈫

3日㈬

4日㈭
5日㈮
9日㈫
10日㈬
11日㈭
15日㈪

17日㈬

18日㈭
22日㈪

13:00

14:00
13:30

市政トピックス市政トピックス
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■
人
事
課（
内
線
２
７
１
）

市
職
員
の
給
与
を
は
じ
め
、人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の

概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

人事行政の運営などの状況を公表します

人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の

状
況
を
公
表
し
ま
す

　 職員数の状況 （各年4月1日現在）

※職員数は、一般職に属する職員数です。地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、臨時職員または非
　常勤職員は含みません。

議　　　会
総務・企画
税　　　務
労　　　働
農 林 水 産
商　　　工
土　　　木
民　　　生
衛　　　生
小　　　計
教　　　育
小　　　計
病　　　院
水　　　道
下  水  道
そ  の  他
小　　　計

東京事務所の職員の減など
収納業務の職員の増

交通政策担当の職員の増
道路建設担当の職員の増
介護予防担当の職員の増など　
ごみ処理施設担当の職員の増

幼児教育担当の職員の減など

業務の見直しによる職員の減
介護保険事業担当の職員の増

8
139
38
0
32
21
74
102
53
467
73
73
0
28
26
77
131
671

8
142
37
0
32
20
73
100
52
464
75
75
0
28
27
76
131
670

0
▲3
1
0
0
1
1
2
1
3
▲2
▲2
0
0
▲1
1
0
1

一
般
行
政

公
営
企
業
等

平成30年 平成29年

区　分

部　門

職 員 数※ 対前年
増減比 主な増減理由

合　　計

特
別

行
政

1

192,700円
156,800円

区分

※一般行政職とは、一般事務職、建築や土木などの
　技術職などをいいます。

　 平均給料月額および平均年齢

平均給料月額 平均年齢
304,000円 40歳4カ月

一般行政職
　 初任給

大学卒

高校卒

初任給
179,200円
147,100円

採用2年後の給料額
一般行政職

65

区分 一人あたり
給与費（B/A)給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B）

平成29年度 623万円

職員数
（A）

539人 20億8,178万円 4億5,464万円 8億1,937万円 33億5,579万円
※職員数（A）は、平成29年4月1日現在のものです。
※職員手当には、退職手当は含みません。

　 職員給与費（普通会計決算）
給　与　費

4

※住民基本台帳人口は、平成30年3月31日現在のものです。
※人件費には、特別職の報酬や共済組合の事業主負担金なども含みます。

3
区分 住民基本台帳人口

平成29年度 95,647人

　 人件費（普通会計決算）

平成29年度　審査件数　2件　終結件数　2件平成29年度　該当なし
　 勤務条件に関する措置の要求の状況15 　 不利益処分に関する審査請求の状況16

法制執務研修、接遇研修など194講座

研修名 受講者数

437人

2,009人

新規採用職員研修、係長級職員研修、
課長補佐研修など27講座

区分 目　　　　　的

階層別研修

専門研修

階層・年齢に応じた基本的役割の認識や職務遂行に必要な知識
を習得します。

多様化する行政ニーズを的確に捉え、専門的な知識の習得や実
践的な業務遂行能力を習得します。

　 研修の状況13

　 特別職の報酬などの状況 （金額：平成30年4月1日現在）
区分

給料または報酬
期末手当

市長

930,000円
副市長

753,000円
議長

493,000円
副議長

419,000円
議員

400,000円
（平成29年度支給割合）　6月期…1.55月分　12月期…1.75月分　計 3.3月分

10

※期末・勤勉手当は、一般にボーナスといわれているもので、給料（期末手当は給料に扶養手当を加えた額）に上表の支給率を乗じた額が支給されます。

　 職員手当の状況

  6月期
12月期
　　計
※職務上の段階、職務の級などによる
　加算措置有（5％、10％または15％）

1.225月分
1.375月分
2.60 月分

0.85月分
0.95月分
  1.80月分

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度
※役職に応じた調整額の加算有
　月額21,700円～54,150円（5段階）の60月分

19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709  月分

26.36550月分
33.27075月分
47.709　月分
47.70900月分

期末・勤勉手当 退職手当

（平成29年度支給割合） （平成30年4月1日時点の支給率）
自己都合による　　勧奨・定年による期末手当 勤勉手当

9

主事

90人
20.6％
19.4％

主事

101人
23.1％
20.8％

主査

13人
3.0％
2.1％

係長・主任

104人
23.7％
24.7％

課長補佐

58人
13.2％
16.2％

部長

11人
2.5％
3.0％

━
1級

標準的な職務内容

職員数
構成比

前年の構成比

区分 2級 3級 4級 5級 7級
課長

61人
13.9％
13.8％

6級 計

438人
100％
100％

　 一般行政職の級別職員数8

　 職員の福祉の状況14

短期給付、長期給付などに関する事業を行っています。民間事業者に例える
と、社会保険、厚生年金などに相当します。

公務員が公務上受けた労働災害を、公務災害といい、地方公務員災害補償
法に基づく補償を受けます。

区分 内　　　　　　容実施主体

共済制度

公務災害補償

福利厚生

長崎県市町村職員共済組合

公立学校共済組合長崎県支部

地方公務員災害補償基金

大村市 健康診断を実施するとともに、レクリエーションを実施するなどの福利厚生事業
を実施しています。

　 職員の人事評価の状況2
平成28年度から職員の能力と業績について、人事評価を実施し、その評価を人材育成などに活用しています。

　 職員の分限および懲戒処分の状況
区分 平成29年度の状況内　　　　　　容

分限

懲戒

分限とは、勤務成績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、長期の休養
を要する場合など、公務能率を維持するために問題が生じた際に、任命権者の権限で降任、免職、
休職、降給することができるものです。

懲戒とは、法律、条例もしくは規則に違反した場合、職務上の義務に違反し、もしくは職務を怠った場
合または全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合に、免職、停職、減給または戒告の処
分をすることができるものです。

休職　12件
いずれも心身の故障による

11

減給　  4件
戒告  　3件

　 職員の退職管理の状況12
大村市職員の退職管理に関する規則により適正に管理を行っています。

研修名 受講者数

区分

　 経験年数別・学歴別平均給料月額

大学卒

高校卒

平均給料月額
367,350円
           円

平均年齢
44歳10カ月
            歳

平均給料月額
329,000円
263,200円

平均年齢
40歳8カ月
35歳8カ月

平均給料月額
　　　  円

円

平均年齢
            歳

歳
一般行政職

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
7

- -
- -

- -

※「-」は、該当する職員がいません。

人件費率（B/A）前年度人件費率

11.4% 12.5%
歳出額（A） 人件費（B）

47億8,066万円419億5,332万円
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内
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７
１
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な
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し
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。

人事行政の運営などの状況を公表します

人
事
行
政
の
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営
な
ど
の

状
況
を
公
表
し
ま
す

　 職員数の状況 （各年4月1日現在）

※職員数は、一般職に属する職員数です。地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、臨時職員または非
　常勤職員は含みません。

議　　　会
総務・企画
税　　　務
労　　　働
農 林 水 産
商　　　工
土　　　木
民　　　生
衛　　　生
小　　　計
教　　　育
小　　　計
病　　　院
水　　　道
下  水  道
そ  の  他
小　　　計

東京事務所の職員の減など
収納業務の職員の増

交通政策担当の職員の増
道路建設担当の職員の増
介護予防担当の職員の増など　
ごみ処理施設担当の職員の増

幼児教育担当の職員の減など

業務の見直しによる職員の減
介護保険事業担当の職員の増

8
139
38
0
32
21
74
102
53
467
73
73
0
28
26
77
131
671

8
142
37
0
32
20
73
100
52
464
75
75
0
28
27
76
131
670

0
▲3
1
0
0
1
1
2
1
3
▲2
▲2
0
0
▲1
1
0
1

一
般
行
政

公
営
企
業
等

平成30年 平成29年

区　分

部　門

職 員 数※ 対前年
増減比 主な増減理由

合　　計

特
別

行
政

1

192,700円
156,800円

区分

※一般行政職とは、一般事務職、建築や土木などの
　技術職などをいいます。

　 平均給料月額および平均年齢

平均給料月額 平均年齢
304,000円 40歳4カ月

一般行政職
　 初任給

大学卒

高校卒

初任給
179,200円
147,100円

採用2年後の給料額
一般行政職

65

区分 一人あたり
給与費（B/A)給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B）

平成29年度 623万円

職員数
（A）

539人 20億8,178万円 4億5,464万円 8億1,937万円 33億5,579万円
※職員数（A）は、平成29年4月1日現在のものです。
※職員手当には、退職手当は含みません。

　 職員給与費（普通会計決算）
給　与　費

4

※住民基本台帳人口は、平成30年3月31日現在のものです。
※人件費には、特別職の報酬や共済組合の事業主負担金なども含みます。

3
区分 住民基本台帳人口

平成29年度 95,647人

　 人件費（普通会計決算）

平成29年度　審査件数　2件　終結件数　2件平成29年度　該当なし
　 勤務条件に関する措置の要求の状況15 　 不利益処分に関する審査請求の状況16

法制執務研修、接遇研修など194講座

研修名 受講者数

437人

2,009人

新規採用職員研修、係長級職員研修、
課長補佐研修など27講座

区分 目　　　　　的

階層別研修

専門研修

階層・年齢に応じた基本的役割の認識や職務遂行に必要な知識
を習得します。

多様化する行政ニーズを的確に捉え、専門的な知識の習得や実
践的な業務遂行能力を習得します。

　 研修の状況13

　 特別職の報酬などの状況 （金額：平成30年4月1日現在）
区分

給料または報酬
期末手当

市長

930,000円
副市長

753,000円
議長

493,000円
副議長

419,000円
議員

400,000円
（平成29年度支給割合）　6月期…1.55月分　12月期…1.75月分　計 3.3月分

10

※期末・勤勉手当は、一般にボーナスといわれているもので、給料（期末手当は給料に扶養手当を加えた額）に上表の支給率を乗じた額が支給されます。

　 職員手当の状況

  6月期
12月期
　　計
※職務上の段階、職務の級などによる
　加算措置有（5％、10％または15％）

1.225月分
1.375月分
2.60 月分

0.85月分
0.95月分
  1.80月分

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度
※役職に応じた調整額の加算有
　月額21,700円～54,150円（5段階）の60月分

19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709  月分

26.36550月分
33.27075月分
47.709　月分
47.70900月分

期末・勤勉手当 退職手当

（平成29年度支給割合） （平成30年4月1日時点の支給率）
自己都合による　　勧奨・定年による期末手当 勤勉手当

9

主事

90人
20.6％
19.4％

主事

101人
23.1％
20.8％

主査

13人
3.0％
2.1％

係長・主任

104人
23.7％
24.7％

課長補佐

58人
13.2％
16.2％

部長

11人
2.5％
3.0％

━
1級

標準的な職務内容

職員数
構成比

前年の構成比

区分 2級 3級 4級 5級 7級
課長

61人
13.9％
13.8％

6級 計

438人
100％
100％

　 一般行政職の級別職員数8

　 職員の福祉の状況14

短期給付、長期給付などに関する事業を行っています。民間事業者に例える
と、社会保険、厚生年金などに相当します。

公務員が公務上受けた労働災害を、公務災害といい、地方公務員災害補償
法に基づく補償を受けます。

区分 内　　　　　　容実施主体

共済制度

公務災害補償

福利厚生

長崎県市町村職員共済組合

公立学校共済組合長崎県支部

地方公務員災害補償基金

大村市 健康診断を実施するとともに、レクリエーションを実施するなどの福利厚生事業
を実施しています。

　 職員の人事評価の状況2
平成28年度から職員の能力と業績について、人事評価を実施し、その評価を人材育成などに活用しています。

　 職員の分限および懲戒処分の状況
区分 平成29年度の状況内　　　　　　容

分限

懲戒

分限とは、勤務成績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、長期の休養
を要する場合など、公務能率を維持するために問題が生じた際に、任命権者の権限で降任、免職、
休職、降給することができるものです。

懲戒とは、法律、条例もしくは規則に違反した場合、職務上の義務に違反し、もしくは職務を怠った場
合または全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合に、免職、停職、減給または戒告の処
分をすることができるものです。

休職　12件
いずれも心身の故障による

11

減給　  4件
戒告  　3件

　 職員の退職管理の状況12
大村市職員の退職管理に関する規則により適正に管理を行っています。

研修名 受講者数

区分

　 経験年数別・学歴別平均給料月額

大学卒

高校卒

平均給料月額
367,350円
           円

平均年齢
44歳10カ月
            歳

平均給料月額
329,000円
263,200円

平均年齢
40歳8カ月
35歳8カ月

平均給料月額
　　　  円

円

平均年齢
            歳

歳
一般行政職

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
7

- -
- -

- -

※「-」は、該当する職員がいません。

人件費率（B/A）前年度人件費率

11.4% 12.5%
歳出額（A） 人件費（B）

47億8,066万円419億5,332万円


